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税
収
の
少
な
い
地
方
公
共
団
体
で
は
、

一
定
水
準
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
そ
の
地
域

の
住
民
負
担
で
賄ま

か
な

お
う
と
す
れ
ば
、

大
き
な
税
負
担
を
住
民
に
求
め
な
け

れ
ば
な
ら
な
く
な
り
ま
す
。
そ
こ
で

国
は
、
地
方
公
共
団
体
に
必
要
な
収

入
を
保
障
す
る
仕
組
み
と
し
て
地
方

交
付
税
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
一
定
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
に
必
要
な
経

費
（
普
通
交
付
税
）
と
、
災
害
な
ど

特
別
な
事
情
に
よ
り
必
要
と
な
る
経

費
（
特
別
交
付
税
）
の
２
種
類
が
あ

り
ま
す
。

　

本
市
の
本
年
度
の
一
般
会
計
当

初
予
算
で
は
、
地
方
交
付
税
は

１
３
９
億
５
０
０
０
万
円
で
、一
般
会

計
歳
入
総
額
３
０
６
億
３
０
０
０
万

円
の
45
・
６
㌫
を
占
め
て
い
ま
す
。
こ
の
う

ち
、
普
通
交
付
税
は
１
２
９
億
５
０
０
０
万

円
で
、
地
方
交
付
税
の
９
割
を
超
え
て
い

ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
市
税
な
ど
の
市
が
自
主

的
に
収
入
で
き
る
「
自
主
財
源
」
が
少
な

い
本
市
で
は
、
普
通
交
付
税
に
大
き
く
依

存
し
た
財
政
運
営
を
し
て
い
ま
す
。

　　
６
町
が
合
併
し
て
誕
生
し
た
本
市
で
は
、

借
金
の
一
部
が
普
通
交
付
税
で
補
て
ん
さ

れ
る
「
合
併
特
例
事
業
債
」
が
活
用
で
き

る
ほ
か
、
普
通
交
付
税
に
つ
い
て
も
合
併

の
特
例
を
受
け
て
い
ま
す
。

　

市
町
村
合
併
は
、
一
般
的
に
さ
ま
ざ
ま

な
経
費
の
削
減
が
図
ら
れ
る
と
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
普
通
交
付
税
の
額
も
減
少

し
ま
す
。
し
か
し
、
合
併
に
よ
っ
て
す
ぐ
に

経
費
が
節
減
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、

合
併
前
の
市
町
村
が
な
お
存
続
す
る
も
の

と
仮
定
し
て
算
定
し
た
額
が
一
定
期
間
交

付
さ
れ
る
特
例
措
置
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ

を
普
通
交
付
税
の
「
合が

っ

併ぺ
い

算さ
ん

定て
い

替が
え

」
と
い

い
ま
す
。

　
こ
の
特
例
措
置
に
よ
っ
て
、
平
成
26
年

度
ま
で
は
合
併
前
の
旧
町
ご
と
に
算
定
し

た
額
の
合
計
額
が
本
市
に
交
付
さ
れ
る
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成
23
年
度
分
の

普
通
交
付
税
は
約
１
３
１
億
円
で
す

が
、
京
丹
後
市
本
来
の
交
付
額
は
約

１
０
０
億
円
。
こ
の
差
額
の
31
億
円

が
こ
の
特
例
措
置
に
よ
っ
て
交
付
を

受
け
た
額
に
な
り
ま
す（
下
グ
ラ
フ
）。

　
し
か
し
、
こ
の
特
例
措
置
も
平
成

27
年
度
か
ら
は
、
平
成
31
年
度
ま
で

の
５
年
間
で
段
階
的
に
縮
減
さ
れ
、

平
成
32
年
度
に
は
京
丹
後
市
本
来
の

普
通
交
付
税
に
な
り
ま
す
（
右
下
図

表
）。
こ
の
普
通
交
付
税
の
縮
減
は
、

本
市
の
行
財
政
運
営
に
と
っ
て
大
き

な
影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。

　　

合
併
算
定
替
に
よ
る
普
通
交
付

税
額
が
縮
減
し
始
め
る
平
成
27
年
度

以
降
に
つ
い
て
も
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
低
下
さ
せ
る
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
り
ま

せ
ん
。
歳
入
が
年
々
減
少
し
て
い
く
中
で
、

歳
入
に
見
合
う
歳
出
の
見
直
し
も
重
要
な

課
題
の
一
つ
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
た
め
市
で
は
、
平
成
21
年
に
策
定

し
た
「
第
２
次
行
財
政
改
革
大
綱
」（
平
成

22
～
26
年
度
の
計
画
期
間
）に
基
づ
き
、「
歳

出
抑
制
の
道み

ち

標し
る
べ」

を
作
成
し
、
経
常
的
経

費
を
中
心
と
し
た
歳
出
規
模
の
抑
制
に
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
平
成
22
年
度

に
設
置
し
た
「
合
併
特
例
措
置
逓て

い

減げ
ん

対
策

準
備
基
金
」
に
毎
年
度
５
億
円
を
積
み
立

て
る
な
ど
、
急
激
に
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
低

下
さ
せ
な
い
よ
う
備
え
て
い
ま
す
。

普通交付税と合併の特例

基準額は月額 4,653 円に
65 歳以上 介護保険料

　
市
で
は
、
65
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料
（
平

成
24
～
26
年
度
分
）
を
見
直
し
ま
し
た
。

所
得
段
階
（
保
険
料
）
の
区
分
は
11
段
階
に

  

介
護
保
険
制
度
で
は
、
介

護
サ
ー
ビ
ス
に
必
要
な
費
用

（
介
護
給
付
費
な
ど
）
の
見

込
み
を
基
に
、
３
年
ご
と
に

介
護
保
険
料
が
改
定
さ
れ
ま

す
。

　
新
た
な
保
険
料
の
基
準
額

は
月
額
４
６
５
３
円
。
年
額

で
は
、
５
５
８
０
０
円
と
な

り
ま
す
（
１
０
０
円
未
満
切

り
捨
て
）。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

す
る
割
合
が
高
い
後
期
高

齢
者
の
増
加
や
介
護
報
酬

の
改
定
な
ど
に
よ
り
、
保
険

料
の
基
準
額
は
、
前
回
（
平

成
21
年
度
改
定
）
の
年
額

４
６
４
０
０
円
と
比
べ
て

９
４
０
０
円
、
率
に
し
て

20
・
25
㌫
の
増
と
な
り
ま
し

た
。

年度別普通交付税（算定替）の推移

京
丹
後
市
本
来
の
交
付
額

普
通
交
付
税
に
依
存
し
た
市
の
財

政
運
営

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

90％
70%

50%
30%

10%
Ｈ32 以降０％

Ｈ32 （年度）

Ｈ26まで100％

本来の普通交付税額

Ｈ33

合併算定替による増加額
（Ｈ27年度から段階的に縮小）

合
併
特
例
交
付
分
が
32
年
度
に
は
０ゼ

ロ
に

歳
出
の
抑
制
と
逓て

い

減げ
ん

対
策
準
備

基
金
の
設
置

算
定
替
分

年度 算定替額 対前年度比較
H26 31億円 ー
H27 28億円 △ 3億円
H28 22億円 △6億円
H29 16億円 △6億円
H30 9億円 △7億円
H31 3億円 △6億円
H32 ０円 △3億円
※平成23年度の普通交付税を用い
た試算数値（△はマイナスを表す）

普通交付税の合併特例の減少イメージ

年度別合併算定替額


